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①気候変動に伴う河川氾濫や土砂災害,地震や豪雪等の頻発・激甚化 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）自然災害の激甚化・頻発化、切迫 

・平成 30年 7月豪雨では、岡山県、広島県を中心に多くの観測地点で降水量が観測史上１位を更新し、多くの水系でも河川水位が観測史上１位を更新。広島県等において、長時間大雨を降らせる「線状降水帯」が発生し、堤防の決壊

等による浸水被害、土石流やがけ崩れ等の土砂災害、道路・鉄道等の交通網の寸断など、甚大な被害が発生した。 

 

【観測史上１位を更新した降水量】 

●岡山県、広島県を中心に多くの観測地点で２４時間、４８時間、７２時間降水量が

『観測史上１位』を更新。この大雨で、鳥取県、岡山県、広島県に数十年に一度の

大雨が予想される場合に発表される『大雨特別警報』が発表された。 

平成 30年 7 月 3日 0 時～8 日 12 時までの期間降水量 出典：気象庁 

 7 月 6 日 19 時 10 分～20 時 00 分の実況の高解像度降水ナウキャストによる降水強度分布 (mm/h)の 10 分毎の時系列。 矢印は線状

降水帯の動きを示す 。  出典：「平成 30 年 7 月豪雨」 の 大雨 の特徴とその 要因について（速報） 気象庁 

■平成 30 年 7 月豪雨 

凡 例

観測史上１位を更新した河川
氾濫危険水位・避難判断水位を

超過した河川
異常洪水時防災操作実施ダム
特別防災操作実施ダム
洪水貯留操作実施ダム
最高水位を記録した箇所

【観測史上１位を更新した河川水位】 

●江の川水系、吉井川水系、旭川水系、

高梁川水系、芦田川水系の河川で、河

川水位が観測史上１位を更新した。 

【広島県で発生した線状降水帯】 

●平成 30 年 7 月豪雨では、いくつかの地域・時間帯において 、局地的に

線状降水帯が形成され、激しい雨が数時間降り続き、周囲に比べてさらに

総雨量が多くなった。 

出典：気象庁 

出典：中国地方整備局 

出典：気象庁 

社会情勢の変化 参考資料-1-3 
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出典：平成 30 年 7 月豪雨による被害状況等について（第 52 報）（国土交通省） 

出典：平成 30 年 7 月豪雨による被害状況等について（第 52 報）（国土交通省） 
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【平成 30 年 豪雨災害の被害状況（土砂災害発生件数）】 

●平成 30 年 7 月豪雨による「土砂災害発生件数」は、広

島県が 1,242 件で最も多く、次いで山口県が 184 件と

なっている。 

【平成 30 年 豪雨災害の被害状況（通行止め箇所数）】 

●平成 30 年 7 月豪雨による「通行止め箇所数」は、広島県が

347箇所で最も多く、次いで岡山県が168件となっている。 

出典：平成 30 年 7 月豪雨による被害状況等について（第 52 報）（国土交通省） 

出典：平成 30 年 7 月豪雨に対する対応について（中国地方整備局） 出典：平成 30 年 7 月豪雨による被害状況等について（第 52 報） 

（国土交通省） 出典：中国地方整備局 

■平成 30 年 7 月豪雨による被害状況 

【浸水面積】 

●平成 30 年 7 月豪雨による「浸水面積」は、岡山県が 4,868ha で最も

大きく、次いで広島県が 4,494ha となっている。 

【人的被害）】 

●中国地方において死者数 173 人、災害関連死が 53 人、行方不明者が 8 人に上った。 

出典：平成 30 年 7 月豪雨による被害状況等について（内閣府：平成 31 年 1 月 9 日 17:00 時点） 

【堤防決壊箇所数】 

●平成 30 年 7 月豪雨による「堤防決壊の箇所数」は、岡山県が 18

箇所で最も多く、次いで広島県が 16 箇所となっている。 

【浸水戸数】 

●平成 30 年 7 月豪雨による「浸水戸数」は、広島県が 8,957 棟で最も多く、

次いで岡山県が 7,112 棟となっている。 

死者 災害関連死 行方不明者

人 人 人

鳥取県 0 0 0

島根県 0 0 0

岡山県 61 20 3

広島県 109 33 5

山口県 3 0 0

中国地方 173 53 8

人的被害

県名

【平成 30 年 7 月豪雨災害の被害状況（土砂災害発生箇所）】 
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■平成 30 年 7 月豪雨による被災直後の緊急対応等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

直轄施設の応急復旧に加え、倉敷市真備地区の道路啓開、広島県内の土砂

撤去支援、被災自治体への物資支援など地元建設企業の活動が復旧に貢献。 

呉市天応地区（広島県）においては、国・県・市の役割分担を決めて 7 月

26 日から 8 月 22 日まで河川土砂撤去や道路啓開を実施。 

【呉市天応地区（広島県）】 

■土砂災害に対する道路啓開・土砂撤去作業 

中国地方整備局のほか、関東･北陸･中部地方整備局の排水ポンプ車 23 台、

照明車 11 台により 24 時間体制で排水作業を実施し、7 月 11 日(水)まで

に宅地・生活道路の浸水を概ね解消。 

■倉敷市真備町の浸水エリアの排水作業 

【山陽道・中国道・山陰道の交通量推移】

被災直後は東西の大動脈である山陽道が通行止めとなったが、補完する２

ルート（中国道及び山陰道）により広域交通の機能を確保（中国道は一部

対面通行により通行を確保） 

■ダブルネットワークによる広域交通の機能の確保 

・被災直後は、東西の大動脈である山陽自動車道が通行止めとなったが、補完する２ルート（中国道及び山陰道）により広域交通の機能を確保（中国道は一部対面通行により通行を確保）され、リダンダンシーを発揮した。 

・甚大な浸水被害が発生した岡山県倉敷市真備町では、中国地方整備局のほか、関東･北陸･中部地方整備局の協力を受け、24 時間体制で排水作業を実施し、宅地・生活道路の浸水を解消した。 

・また、直轄施設の応急復旧に加え、倉敷市真備地区の道路啓開、広島県内の土砂撤去支援、被災自治体への物資支援など地元建設企業の活動が復旧に貢献。 
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・岡山県内は７月８日から「まんなか号（中部地整）」、広島県内は 7 月９日か

ら「はるかぜ号（九州地整）の派遣を受けて、被害の概括的な調査を開始。 

・その後、広域に被害が発生していることが判明し、７月１３日から「ほくりく

号（北陸地整）」、７月２３日から「愛らんど号（中国・四国地整）」により、被

災状 況調査、浸水範囲の確認、応急復旧工事の事業進捗状況を把握。 

・受信したへり映像は、ネットワークを通じ、管内事務所、TEC-FORCE 活動

拠点、関係自治体への配信を実施。 

・自治体からも要請を受け、調査時には広島県、岡山県、庄原市の職員も同乗し、

自治体の被災状況を支援。 

・７月８日～8 月 29 日の間で計 19 日間の調査を実施。 

防災ヘリコプターによる被災調査 

災害対策本部映伝送状況 

ヘリコプターによる調査 

■防災ヘリコプターによる被災状況調査 ■TEC-FORCE 派遣 

 
・中国地方整備局では、TEC-FORCE 創設以来、37 の災害に、延べ約 1 万 1 千人を超える隊員を派遣。 

・平成 30 年 7 月豪雨では、7/8～9/21 の期間で、延べ 2,069 人を派遣。災害の頻発化とともに派遣回数も増加傾向であり、迅速な復

旧・復興に向けて、その重要性は高まっている。 

被災状況調査（広島県福山市) 

国道 486 号における散水作業 

（岡山県倉敷市） 

 衛星通信車により被災現場の監視 

TEC-FORCE による入浴･洗濯支援 

（広島県呉市） ※首相官邸 HP より 

漂流物回収作業の状況 

（江田島沖合） 

道路啓開を行う TEC-FORCE と 

災害協定企業（岡山県倉敷市)  
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■平成 30 年 7 月豪雨を踏まえた防災・減災対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■概ね５年間（2023 年度まで）で、平成３０年７月豪雨を安全に流下さ

せるために、集中的に実施する河川改修事業（いわゆる「激特事業」）等に

より、小田川合流点付替えを行うとともに、小田川の掘削・堤防強化等や

末政川・高馬川・真谷川の堤防嵩上げ・堤防強化等を実施。 

■今後、これらのハード対策のほか、平成２８年８月に国、岡山県、倉敷

市などの隣接市町で水防災意識社会の再構築を目的に立ち上げた｢高梁川

水系大規模氾濫時の減災対策協議会｣において、関係機関が連携しソフト対

策を追加。 

■真備緊急治水対策プロジェクト 

平成 30 年 7 月豪雨において甚大な被災を受けた広島県内の 9 地区におい

て、流域内に堆積した不安定土砂等による二次災害を防ぐため国直轄によ

り緊急的な砂防工事に着手 

総頭川下流の河道を埋塞する大量の土砂 

対策 

【広島市安佐南区口田南】 
ワイヤーネットにより応急対策を実施 

■緊急砂防工事に着手 ■広島呉道路 4 車線化の推進 

⼀般国道 31 号（広島呉道路）（仁保 JCT 呉 IC）は、広島市南区仁保町を
起点とし、呉市⼆河町に⾄る延⻑約 16km の⾃動⾞専⽤道路。 
甚大な被害が発生した広島市 呉市間のインフラ整備の⼀環として、供⽤
中の広島呉道路（坂北 IC 呉 IC）約 12km を 2 ⾞線から 4 ⾞線へ拡幅。 
4 ⾞線化により機能強化が図られ、防災⾯では地域との連携により重要な
役割を果たす。 

出典：NEXCO 西日本 HP 

・甚大な被害が発生した広島市～呉市間の交通網の強靭化やリダンダンシーの確保のためのインフラ整備の一環として、広島呉道路の 4 車線化等が進められている。 

・高梁川水系小田川沿川の岡山県倉敷市真備町では、堤防の決壊や越水等により甚大な被害が発生。このため、再度災害防止を図るために小田川合流点付替え事業の前倒しをはじめ、重点的な堤防整備（嵩上げ、堤防強化）、洪水時の

水位を下げるための河道掘削などのハード対策を河川激甚災害対策特別緊急事業として 2023 年度完成を目標に実施。 

・また、甚大な被災を受けた広島県内の 9 地区において、流域内に堆積した不安定土砂等による二次災害を防ぐため国直轄により緊急的な砂防工事に着手するなど、各分野において激甚化する自然災害に対応する防災・減災対策を推

進している。 
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■令和２年 7 月豪雨 

※降り始めからの総雨量（7/12 15:00～7/14 11:00） 

【避難に係る情報提供（国管理河川）】 

●気象庁と共同で発表する洪水予報のほか、避難勧告発令等の支援のため、自治体に河

川の状況や今後の見通しを伝えるホットラインを実施。また、6市2町の地域住民に向け

て、延べ8回、緊急速報メール(プッシュ型配信)により洪水情報の伝達を実施。 ●江の川上流部（広島県側）、神野瀬川、西城川の沿川において、浸水面積：54ha、浸水戸数：22戸の浸水被害。 

・令和２年 7 月豪雨でも、中国地方の広範囲で大雨となり、江の川沿川においては浸水被害が発生。 

・令和２年 7 月豪雨では、地域住民に向けて緊急速報メール(プッシュ型配信)により避難に係る洪水情報の伝達を実施。 

【累加雨量図（C ﾊﾞﾝﾄﾞﾚｰﾀﾞ）】 

●日本海西部の低気圧からのびる前線が、7 月 13 日から 14 日にかけて中国地方を通過し、広い範

囲で 150～200 ミリの大雨となった。 

【江の川水系江の川における浸水状況】 

●江の川水系江の川下流部（島根県側）では、高水敷の洗掘や護岸の損傷等が発生。 
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【鳥取県中部地震における直轄国道被災箇所】 

・平成 28 年 10 月 21 日午後 2 時 7 分、鳥取県中部の三朝町を震源とする鳥取県中部地震（マグニチュード 6.6）が発生し、倉吉市で震度 6 弱を観測するなど、中国、四国、近畿地方を中心に関東から九州にかけて広い範囲で震度 6 弱

を観測した。 

損傷箇所 

羽合大橋の損傷 

舗装路面のクラック（青谷町） 

道の駅「北条公園」路面段差 
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・平成 29年には鳥取県において積雪による交通障害が発生。鳥取道や一般国道 53 号で通行止めが発生するなど、交通機関に乱れが生じた。 

●鳥取道等において交通障害が発生 

■交通障害の発生状況 

智頭町奥本（黒尾峠）付近の立ち往生車両 

（国道 53号） 

１月２３日（月）２１：００頃 

 

智頭町福原（ほき詰橋）付近の車両移動状況 

（鳥取道） 

１月２４日（火）８：３０頃 

■平成 29 年 1 月 23 日～24 日の降雪 

●日本海から発達した雪雲が山陰地方を中心に持続的にかかり、鳥取県では、２２日から２４日にか

けて大雪となった。 

●鳥取道では佐用 JCT～河原 IC で積雪による通行止めが発生（合計 43 時間）。一般国道 53 号でも

通行止めが発生するなど、交通機関に乱れが生じた。 
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②平成３０年７月豪雨災害等を契機とした防災意識社会への転換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の推進】 

・平成３０年７月豪雨等最近の災害に鑑み、重要インフラの機能確保について、１２府省庁計１３２項目の緊急

点検を実施（平成 30 年９月２８日～１１月２７日） 

・点検結果を受け、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」が平成３０年１２月１４日に閣議決定

され、緊急対策１６０項目（うち、国土交通省関連６７項目）を集中的に実施中。 

 

・平成 30 年７月豪雨等最近の災害に鑑み、災害時に人命・経済・暮らしを守り支える重要なインフラの機能を維持できるよう、３年間で緊急を要する対策を集中的に進める「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を

推進。 

・新たな治水対策として、（ステップ１）既存施設の機能確保、（ステップ 2）現河川整備計画の推進、（ステップ３）河川整備計画の見直しにより、目標とする治水安全度の引き上げや新たな対策の検討及び実施によるハード対策

を推進。併せて、中国地方のダムが存する全ての一級水系で治水協定を締結するとともに、危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置等による洪水時の切迫性のある河川情報の提供など、新技術を活用したソフト対策を

推進。また、災害ハザードエリアにおける開発抑制など、安全なまちづくりのための総合的な対策を講じることとしている。 

■全国河川における堤防決壊時の危険性に関する緊急点検 
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【危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの整備】 

・平成 30 年 7 月豪雨災害等を受けて、機能を限定した低コストな水位計・カメラを開発、整備。 

・これらの整備により、管内 13 水系における水位計は約 3.4 倍に、カメラは約 1.8 倍に増設。また、これらの

情報はスマートフォン等で「川の水位情報」から誰もが閲覧可能。 

【中国地方のダムが存する全ての一級水系で治水協定を締結】 

・緊急時において利水ダムを含む既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用できるよう「既存ダムの洪水調節機

能の強化に向けた基本方針（令和元年 12 月）」を定める。 

・中国地方の一級水系では全ての既存ダム（102 ダム）を対象に治水協定を令和 2 年 5 月 29 日に締結。 

・令和 2 年の出水期から新たな運用を開始。 

・運用開始からこれまでに土師ダム，新成羽川ダム（中電）など６ダムが事前放流を実施。（R2.8.31 現在） 

【災害ハザードエリアにできるだけ住まわせないための土地利用規制・誘導】 

・防災・減災等のため、都市計画法・都市再生特別措置法等を改正。 

・災害ハザードエリアにおける開発抑制のため、都市計画区域全域で、住宅等（自己居住用を除く）に加え、新たに自

己の業務用施設（店舗、病院、社会福祉施設、旅館・ホテル、工場等）の開発を原則禁止。また、移転の促進、立地

適正化計画と防災との連携強化など、安全なまちづくりのための総合的な対策を講じる。 

【新たな治水対策】 
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①増大する老朽化施設への対策が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）インフラの老朽化の加速 

【近接目視等に拠らない点検・診断方法の確立・導入】 

・増大する老朽化施設の点検・診断に対し、計測・モニタリング技術の活用など、近接目視等に拠らない点検・診断方法の
確立・導入が必要となっている。 

 

出典：地方財政の状況 令和 2 年 3 月（総務省） 

打音検査 

【地方財政の財源不足の状況】 

・地方財政は財源不足の状況が続いており、近年は回復傾向であるものの、財源は教育費等に支出されており、土木費は

減少している。 

近接目視 

【建設後 50 年以上経過する社会資本の割合】 

注 1：4,969 橋。中国地方整備局管理分のみ。 

注 2：道路橋約 73万橋のうち、建設年度不明橋梁の約 23 万橋については割合の算出

にあたり除いている。 (2017 年度集計) 

注 3：251 本。中国地方整備局管理分のみ。 

注 4：トンネル約 1 万 1 千本のうち、建設年度不明トンネルの約 400 本は、割合算出

にあたり除いている。 (2017 年度集計) 

注 5：1,293 施設。中国地方整備局管理分のみ。建設年度が不明な施設の扱いは 

   全国に準拠。 

注 6：約 1万施設。国管理の施設のみ。建設年度が不明な約 1,000 施設を含む。 

   （50 年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、 

    建設年度が不明な施設は約 50年以上経過した施設として整理。2017 年度集

計。） 

注 7：総延長：約 3.2 万 km。建設年度が不明な施設の扱いは全国に準拠。 

注 8：総延長：約 47 万 km。建設年度が不明な約 2万 kmを含む。（30 年以内に 

   布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が 

   不明な施設は約 30 年以上経過した施設として整理し、記録が確認できる経 

   過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計上。2017

年度集計。） 
出典：中国地方：中国地方整備局調べ 

   全  国：国土交通白書（2019） 

※社会資本整備総合交付金、防災・

安全交付金は配分国費をもとにした

推計値である。 

※補正額は「ゼロ国債」を含まない。 

※当初額には以下の金額を含む。 

H20：地方道路整備臨時交付金 

H21：地域活力基盤創造交付金 

H22：経済危機対応･地域活性化予備

費 

H24：経済危機対応･地域活性化予備

費 

H30:道路関係保留解除、平成 30 年度

7 月豪雨関係予備費 

 

2,884 2,752 2,818 2,706 2,572 2,521
2,121 1,923 1,891 1,781 1,752 1,690 1,717 1,731

1,976
2,227

5,083

4,628 4,318
4,216

4,070 4,173

3,492

2,410
2,183

2,906 2,870 2,927 2,979 2,851

3,059

3,576

0

781

0

112
119

119

168
451

232

110

560
212

97 80
288 151

363

0

31
44

49
105

604

252

64

1,093

438

101
151

566

349

377

0

8,107

7,523
7,300

7,089
6,916

7,749

6,096

5,006

6,507

5,337

4,820
4,848

5,550

5,082

5,775 5,803

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

(億円)

直轄事業(当初) 補助事業(当初) 地域自主戦略交付金 直轄事業(補正) 補助事業(補正)

出典：総務省資料 

【中国地方整備局関係予算（当初事業費の推移） 

・全国的に高度経済成長期に建設された社会資本ストックの老朽化が進行しており、中国ブロックにおいても今後１５年間で、建設後５０年以上が経過する施設の割合が加速度的に増大する。増大する老朽化施設の点検・診断に対し、
計測・モニタリング技術の活用など、近接目視等に拠らない点検・診断方法の確立・導入が必要となっている。 

・一方で、中国地方整備局関係予算は減少傾向にあり、公共事業予算の安定的・持続的確保が重要となっている。また、地方財政は財源不足の状況が続いており、近年は回復傾向であるものの、財源は教育費等に支出されており、土
木費は減少している。 

・インフラの整備、維持管理を担う建設業許可業者、建設業就業者は減少している。市町村においても土木部門の行政職員は減少しており、中国ブロックにおいて、土木技師・建築技師がいない市町村の割合は 23.4％に上るなど、維
持管理・更新作業を担当する人材・技術が脆弱な状況となっている。 

・このような状況の中、国土交通省では、急速に老朽化する社会資本の対策を強化するため、地方公共団体が行う総合的な老朽化対策に対して防災・安全交付金を創設し、財政的な支援を行っている。また、点検データ等を活かした、
戦略的・効率的なメンテナンスを推進するための組織として、中国道路メンテナンスセンターを令和 2年 4 月に開設。道路メンテナンスの高度化の推進のほか、施設の健全性の診断・修繕の代行、高度な技術を要する道路構造物保
全に関する相談への対応、地方公共団体の職員等を対象とした研修等を実施し、道路メンテナンスに係る地方公共団体の支援を行っている。 

2018年3月 2023年3月 2033年3月

中国地方注1 約34% 約45% 約57%

全国注2 約25% 約39% 約63%

中国地方注3 約23% 約29% 約38%

全国注4 約20% 約27% 約42%

中国地方注5 約25% 約35% 約61%

全国注6 約32% 約42% 約62%

中国地方注7 約6% 約9% 約18%

全国注8 約4% 約8% 約58%

道路橋

トンネル

河川管理施設

下水道管渠

全国より老朽化が顕著 
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②社会資本ストックの維持管理の担い手不足 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：中国地方整備局ＨＰ 

【役割と取組】 

・直轄国道における橋梁等の健全性の診断等を担当するほか、蓄積された

メンテナンスデータの管理・分析による劣化予測や修繕計画の最適化、

新技術の活用などアセットマネジメントによる道路メンテナンスの高度

化を推進 

 道路メンテナンスに係る地方公共団体支援として、施設の健全性の診

断・修繕の代行、高度な技術を要する道路構造物保全に関する相談への

対応、地方公共団体の職員等を対象とした研修等の技術支援を担当 

■中国道路メンテナンスセンター 

●データ管理と新技術を活用した効率的なメンテナンス 

○蓄積したメンテナンスデータの一元的管理と各システムとの連携

による管理の高度化 

○メンテナンス費用の縮減に向けた、有用な新技術の本格的活用 

●道路メンテナンス技術集団による地方自治体への支援 

○地方公共団体への支援として、要請により緊急的な対応が必要かつ

高度な技術力を要する施設について、地方整備局、国土技術政策総

合研究所、土木研究所の職員等で構成する「道路メンテナンス技術

集団」による直轄診断を実施 

○診断の結果、診断内容や地域の実情等に応じ、修繕代行事業、大規

模修繕・更新事業等を実施 

●地方自治体との協働によるメンテナンス体制の拡充 

○技術者不足が指摘される地方自治体に対して、人材の育成や技術的

な支援を推進する。 

・研修や出前講座等通じて道路施設保全の基礎的技術力の向上等の
支援を実施 

・重篤損傷発生時の緊急点検や、応急復旧・補修方法等への技術的
な助言 

・道路メンテナンス会議を通じて課題の把握・解消や新技術・新工
法などの技術情報の提供 

・「橋梁点検の着眼点と留意事項」などの橋梁保全に関する技術資
料の提供 

【行政職員数（土木部門）の推移】 

●中国地方の「土木部門の職員数」は、緩やかな減少傾向にあったが、

平成 31 年は前年よりやや増加し、5,891 人となっている。 

【土木技師・建築技師がいない市町村の割合】 

●中国地方の「土木技師・建築技師がいない市町村の割合」は、平成

31 年は 23.4％となっており、約１／４の市町村で技師がいない状

況となっている。 

出典：地方公共団体定員管理調査（総務省） 

建築技師

のみ

1.9%

土木技師

のみ

19.6%
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57.9%
76.6%

23.4%
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（H31）

技師

ゼロ
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建築技師
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1.7%
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のみ

12.8%
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59.9%
74.5%

25.5%

全国

（H31）
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出典：地方公共団体定員管理調査 平成 31 年（総務省） 

【建設業就業者数の推移】 

●中国地方の「建設業就業者数」は、平成 7 年をピークに減少傾向にあ

り、平成 27 年時点で約 280,000 人となっている。 

出典：国勢調査（総務省） 
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出典：建設業許可業者数調査（国土交通省） 
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【建設業許可業者数の推移】 

●中国地方の「建設業許可業者数」は、近年緩やかに減少していたが、

令和 2 年は前年よりやや増加し、29,573 業者となっている。 

【行政職員数（市町村全体）の推移】 

●中国地方の「行政職員数（市町村全体）」は、緩やかな減少傾向にあ

ったが、平成 31 年は前年より増加し、43,906 人となっている。 
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出典：地方公共団体定員管理調査（総務省） 
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①人口減少や高齢化、中心市街地空洞化の進行や中山間地域における集落機能低下と地域コミュニティの衰退 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【人口の将来予測】 

●県庁所在地やその周辺の市町村以外で、人口減少が進行。将来的には県庁所在地やその周辺の市町村でも人口が減少すると予測。 

 また、人口規模が小さい自治体ほど、人口減少が顕著。 

 

（３）人口の減少・高齢化・地域的偏在 

都市規模別の人口増減の指数（中国地方）） 

（2015 年＝100 とした場合の 2050 年の指数） 

特に島根県、山口県、鳥取県で著しい人口減少 

2015年=100とし
た場合の推移

2050年

政令指定都市（2） 85

30万人以上（2） 79

10～30万人（15） 70

5～10万人（10） 68

1～5万人（53） 60

1万人未満（25） 49

一万人未満の都市では人口

増減指数が 50未満となる 

県庁所在地やその周辺の市町村

でも人口が減少すると予測 

【将来】ブロック別人口推移 【将来】中国５県別人口推移 

県庁所在地やその周辺の市町

村以外で、ピーク時と比べ、

人口減少が進行 

※H27 年の人口により都市規模別を区分・集計し、 
 H27 年を 100 とする比率を示す。 
※（  ）内は市町村数を示す。 

※出典：国勢調査（総務省） 

   国土のグランドデザイン 2050（国土交通省） 

※出典：国勢調査（総務省） 

    国土のグランドデザイン 2050（国土交通省） 

※出典：国勢調査（総務省） 

※出典：国土のグランドデザイン 2050（国土交通省） 

1995年 2015年 2050年

国勢調査 国勢調査 推計値 増減率 順位 増減率 順位

東 北 12,322,488 11,287,071 7,496,895 60.8 10 66.4 10

四 国 4,182,837 3,845,534 2,581,336 61.7 9 67.1 9

北 海 道 5,692,321 5,381,733 3,635,563 63.9 8 67.6 8

中 国 7,774,411 7,438,037 5,418,986 69.7 7 72.9 7

北 陸 3,130,189 3,007,076 2,191,344 70.0 6 72.9 6

九 州 13,423,785 13,016,329 9,656,007 71.9 5 74.2 5

近 畿 20,627,039 20,725,433 15,812,655 76.7 4 76.3 4

中 部 16,741,682 17,130,005 13,464,580 80.4 3 78.6 3

関 東 40,402,054 43,829,961 35,513,720 87.9 2 81.0 2

沖 縄 県 1,273,440 1,433,566 1,303,808 102.4 1 90.9 1

全 国 125,570,246 127,094,745 97,074,894 77.3 - 76.4 -

1995年=100とした場
合の推移

2015年=100とした場
合の推移

2050年 2050年

人口（人）

・人口減少、高齢化が進行しており、特に、人口規模の小さい市町村ほど進行が著しい。 

・全国に比べ、市街地部の人口密度が低く、低下率も高い状況にある。また、中心市街地における小売業の年間商品販売額が減少傾向にあるなど中心市街地の空洞化が進行している。 

・中国ブロックの過疎地域における集落機能の状況は、機能低下あるいは維持困難と回答した集落の数が全国で最も多くなっているなど、集落機能や地域コミュニティの衰退が大きな課題となっている。このような中、商店、ガソリ

ンスタンド、産直市などを備えた地域の生活利便性を支える核となる施設の整備や地域住民の移動手段の確保のため公共交通空白地有償運送などにより、小さな拠点の形成が進められている。 

1995年 2015年 2050年

国勢調査 国勢調査 推計値 増減率
全国
順位

増減率
全国
順位

島 根 県 771,441 694,352 454,555 58.9 40 65.5 40

山 口 県 1,555,543 1,404,729 938,332 60.3 37 66.8 37

鳥 取 県 614,929 573,441 386,322 62.8 35 67.4 36

広 島 県 2,881,748 2,843,990 2,171,949 75.4 13 76.4 13

岡 山 県 1,950,750 1,921,525 1,467,828 75.2 14 76.4 11

中 国 7,774,411 7,438,037 5,418,986 69.7 ― 72.9 ―

1995年=100とした場
合の推移

2015年=100とした場
合の推移

2050年 2050年

人口（人）

【現況】人口増減の指数（旧市町村別） 

（1995 年＝100 とした場合の 2015 年の指数） 

【将来推計】人口増減の指数（市町村別） 

（ 2015 年＝100 とした場合の 2050 年の指数） 
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【高齢化率の将来予測】 

●全国に先行して高齢化が進行。人口規模が小さい自治体ほど、高齢化率が高くなる傾向。 

 

高齢化率の推移 

※出典：国土のグランドデザイン 2050（国土交通省） 
※出典：国勢調査（総務省） 

※出典：国勢調査（総務省） 

全国に先行して高齢

化が進行 

【現況】高齢化率（市町村別） 2015 年 【将来推計】高齢化率（市町村別） 2050 年 

※出典：国土のグランドデザイン 2050（国土交通省） 

都市規模別 

（中国地方） 

※H27 年の人口により都市規模別を区分・集計 
※（  ）内は市町村数を示す。 人口規模の小さい市町村ほど高齢化率が高い 

人口 高齢者人口 高齢化率 人口 高齢者人口 高齢化率

政令指定都市（2） 1,913,508 454,324 23.7% 1,630,134 595,495 36.5%

30万人以上（2） 941,929 245,478 26.1% 746,963 274,023 36.7%

10～30万人（15） 2,532,844 740,436 29.2% 1,747,040 674,129 38.6%

5～10万人（10） 606,978 190,968 31.5% 409,827 161,621 39.4%

1～5万人（53） 1,328,601 475,685 35.8% 796,935 339,046 42.5%

1万人未満（25） 114,177 48,027 42.1% 56,404 25,388 45.0%

2015年 2050年

高齢化率の推移（将来推計） 

県別 

全ての市町村で高齢化率 30％以

上となり、12 市町村では 50％以

上となる 

主に中山間地域等に高齢

化率 30％以上の市町村が

分布 

人口 高齢者人口 高齢化率 人口 高齢者人口 高齢化率

鳥 取 県 573,441 169,092 29.5% 386,322 156,182 40.4%

島 根 県 694,352 222,648 32.1% 422,877 172,013 40.5%

岡 山 県 1,921,525 540,876 28.1% 1,467,826 538,917 36.7%

広 島 県 2,843,990 774,440 27.2% 2,171,948 830,688 38.2%

山 口 県 1,404,729 447,862 31.9% 938,331 371,902 39.6%

中 国 地 方 7,438,037 2,154,918 29.0% 5,387,304 2,069,702 38.4%

全 国 127,094,745 33,465,441 26.3% 97,074,893 37,675,655 38.8%

2015年 2050年
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人口集中地区の人口密度 

出典：国勢調査 H27（総務省） 

人口集中地区の人口密度の推移 

【中心市街地の空洞化】 

●人口集中地区の人口密度は全国でも低い状況にある。 

中心
市街地

商業集積
地区全体

中心
市街地

商業集積
地区全体

中心
市街地

商業集積
地区全体

中心市街地活性化
基本計画認定市町
（中国地方）計

785,648 1,320,935 310,115 607,781 39.5 46.0

全国計 45,466,614 70,035,211 26,641,539 44,935,565 58.6 64.2

市町名
H9 H26

H9=100とした場合
のH26の割合

商業集積地区の年間商品販売額（百万円）

中心市街地活性化基本計画認定市町における中心市街地の年間商品販売額※ 

 

●中心市街地活性化基本計画認定市町における中心市街地の年間商品販売額は、商業集積地区全体より減少幅が大きい傾向があり、中心市街地の空洞化が進行している。 

出典：商業統計調査（経済産業省） 

※「中心市街地の年間商品販売額」は、商業統

計調査における商業集積地のうち、「駅周辺型商

業集積地区」及び「市街地型商業集積地区」の

年間商品販売額を集計 

※中心市街地活性化基本計画認定市町 

鳥取市、米子市、倉吉市、松江市、江津市、 

雲南市、倉敷市、津山市、玉野市、三原市、 

府中市、下関市、宇部市、山口市、岩国市、 

周南市 

中心市街地の商店街の状況 

出典：国勢調査（総務省） 

減少幅が大きい傾向 

増減率

地域名 S50 S60 H7 H17 H22 H27 H27/S50

全国 7,712.3 6,938.4 6,630.1 6,714.0 6,757.6 6,793.8 88%

北海道 5,933.3 5,379.1 5,173.4 5,147.7 5,100.7 5,086.2 86%

東北 5,882.5 5,222.7 4,980.6 4,852.3 4,746.3 4,715.7 80%

関東 9,011.5 8,355.2 8,100.7 8,403.4 8,614.8 8,725.0 97%

北陸 6,372.4 5,369.8 4,963.0 4,664.3 4,578.2 4,529.6 71%

中部 6,408.0 5,628.0 5,345.3 5,432.6 5,440.8 5,452.7 85%

近畿 9,554.3 8,642.8 8,169.6 8,135.9 8,099.1 8,063.5 84%

中国 5,780.0 4,967.3 4,754.9 4,719.5 4,687.3 4,735.9 82%

四国 5,992.4 5,267.8 4,988.7 4,910.3 4,850.7 4,766.1 80%

九州 6,675.2 6,018.9 5,778.1 5,805.8 5,813.5 5,886.9 88%

人口集中地区密度　（人/ｋｍ2）
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【過疎地域における集落機能の維持に関する状況】 

●中国ブロックは、過疎地域自立促進特別措置法における過疎関連市町村数の割合が高くなっており、過疎化の進行する地域である。 

 過疎地域における集落数は九州圏、東北圏に次いで多く、1 市町村あたりの平均集落数は全国で最も多い。また、集落機能が低下あるいは維持が困難と回答した集落の数が全国で最も多くなっている。 

 

過疎地域自立促進特別措置法における 

過疎関連市町村数の割合 

過疎地域における集落数 過疎地域における 1 市町村あたりの平均集落数 

出典：過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書（総務省） 
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中国圏が最も多い 

83.2%

59.1%

16.0%

39.2%
31.6%

29.8%

73.8%

69.5%

61.8%

43.9%

46.9%
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出典：過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書（総務省） 出典：過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書（総務省） 

出典：過疎地域市町村等一覧（平成 29 年 4 月 1 日時点）（総務省） 

過疎関連市町村の分布状況 

出典：過疎地域市町村分布図（平成 29 年 4 月 1 日時点）（総務省） 
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・地域内の 85%の世帯が出資して設立した「㈱川西郷の駅」が産直市場、食堂、コンビニエンスストアか
らなる川西の郷の駅「いつわの里」を運営 

・郷の駅の運営方法を検討してきた川西自治連合会では、地域の生活実態や住民ニーズに基づいて地域ビジ
ョンを策定し、住民への説明会やワークショップを繰り返し開催することで、住民の理解と協力意識を醸
成 

・「あば村運営協議会」が複数の実行組織と連携して、地域住民の生活を支える施設群（商店、ガソリン
スタンド、農産物加工施設、温泉・交流館）を運営するとともに、地域住民の移動手段の確保のため
公共交通空白地有償運送事業を実施 

・「あば村運営協議会」のもと、各実行組織が事業内容や実施方法を決定することで、地域課題に迅速か
つ柔軟に対応した事業を展開 

【「小さな拠点」の形成】 

●このような中、生活利便性の確保のため、各地で「小さな拠点」の形成に向けた取組が進められている。 

出典：「小さな拠点」づくり事例集（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局・内閣府地方創生推進事務局） 

■「小さな拠点」づくり事例 

川西郷の駅「いつわの里」＜広島県三次市川西地区＞ 
「あば商店」＜岡山県津山市阿波地区＞ 
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②生活道路を抜け道として使う車両の増加に伴う歩行者及び自転車乗用者の事故が増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【生活道路における交通事故】 

●全国的に幹線道路に比べて生活道路の死傷事故件数の減少割合は小

さい。 

●生活道路の人口あたりの死傷事故件数は小学生が高い。 

・全国的に幹線道路に比べて生活道路の死傷事故件数の減少割合は小さく、人口あたりの死傷事故件数では小学生が高いなど、生活道路における交通安全の確保が重要となっている。 

・全国的に交通事故死者数は近年減少傾向である一方、自転車乗用中死者数の占める割合は増加する傾向にある。 

・このため、ビッグデータを活用した危険箇所の抽出や取組が進められている。 

出典：国土交通省ＨＰ 

出典：国土交通省ＨＰ 

【自転車関連事故件数】 

●全国的に交通事故死者数は近年減少傾向である一方、自転車乗用中死

者数の占める割合は増加する傾向にある。 

●過去10年間で自転車関連事故件数が約５割減少したのに対し、自転

車対歩行者の事故は、ほぼ横ばいとなっている。 

出典：国土交通省ＨＰ 

交通事故死者数の推移 

自転車関連事故件数の推移 自転車対歩行者事故件数の推移 

■生活道路対策エリアの事例 

●大津野小学校の通学路の安全性向上を目指して，自動車の走行速度を

抑制する対策の有効性を検証するための実証実験を実施。 

 

ハンプ設置の社会実験（広島県福山市大津野小学校地区） 

●口田東小学校通学路における速度抑制対策として、イメージハンプ、

ラバーポールを設置。イメージハンプ設置区間では、30km/h超過割

合が約35%から約30％に減少 

 

イメージハンプ、ラバーポール設置（広島市安佐北区口田地区） 
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③公共交通利用者の減少と公共交通従事者不足による事業者の経営環境の悪化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【バス事業者経常収支率の推移】 

●山陰・山陽の「バス事業者経常収支率」は減少傾向にあり、平成 31

年時点で、山陰は 61.9％、山陽は 82.3％となっている。 

出典：日本のバス事業（日本バス協会） 

出典：運輸要覧（中国運輸局） 

出典：運輸要覧（中国運輸局） 
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【国庫補助航路年度別補助金交付状況】 

●中国ブロック内において、国庫補助を受ける離島航路数は概ね横ばい

であるが、補助額は増加傾向にある。 

【地域公共交通の廃止】 

●ＪＲ三江線は、利用者の減少や激甚化する災害リスクの高まりなどを背景に、平成 30 年 3 月 31

日をもって旅客営業を終了。翌 4 月 1 日からは代替バスの運行が開始された。 

●また、路線バスの廃止に伴い、乗合タクシー等の導入により、高齢者等の移動を支える動きもみら

れる。 

82.7%
80.2%

69.0% 68.7% 68.7%
66.4% 65.1%

67.6%
65.5% 63.8% 61.9%

90.2% 88.2% 87.2% 86.2%
88.9% 87.8% 87.6% 87.9% 86.9%

83.9% 82.3%

93.0% 92.5% 92.7% 93.4% 94.8% 95.2% 95.2% 97.0% 96.5% 95.6% 95.1%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 H31

山陰 山陽 全国

6,065 

5,950 

5,866 

5,670 
5,718 5,716 

5,639 
5,700 5,675 

5,627 

5,500

5,600

5,700

5,800

5,900

6,000

6,100

6,200

H
2
1年

度

H
2
2年

度

H
2
3年

度

H
2
4年

度

H
2
5年

度

H
2
6年

度

H
2
7年

度

H
2
8年

度

H
2
9年

度

H
3
0年

度

（人）

214,415 
216,936 

205,774 
201,901 

204,968 

205,009 

202,938 

200,031 
195,446 

191,332

180,000

190,000

200,000

210,000

220,000

230,000

H
2
1
年

度

H
2
2
年

度

H
2
3
年

度

H
2
4
年

度

H
2
5
年

度

H
2
6
年

度

H
2
7
年

度

H
2
8
年

度

H
2
9
年

度

H
3
0
年

度

（千km）

【乗合バス事業者の従業員数】 

●中国ブロックの乗合バス事業者の従業員数は、

近年は減少傾向にある。 

【乗合バス事業者の総走行キロ】 

●中国ブロックの乗合バス事業者の総走行キロ

は、近年は減少傾向にある。 

出典：運輸要覧（中国運輸局） 

■路線バス廃止に伴う乗合タクシーの導入 

広島県福山市は、市北部の服部地区内を運行して

いた路線バスの廃止に伴い、地域の新たな移動手

段として、2019 年 10 月にタクシー会社 6 社に

よる乗合タクシー「服部ピッカリ乗合タクシー」

の運行を開始。服部学区にある乗降場所 31 カ所

と JR 駅家駅周辺の病院やスーパーを結び、買い

物や通院など地域の高齢者の移動を支えている。 

出典：福山市（広島県）HP 

■JR 三江線の廃止 

【廃止の経緯】 

・ＪＲ三江線 江津～三次駅間は、昭

和 62 年 4 月に日本国有鉄道から事

業を引き継ぎ、民営化後も道路整備

やマイカーシフトなどの影響により

ご利用減が人口減を上回る状況。 

・平成 26 年度の輸送密度は 1 日当た

り 50 人と会社発足時の約 9 分の 1

にまで落ち込んでおり、また、平成

18 年、25 年と二度にわたり大規模

災害による長期間運休を余儀なくさ

れ、激甚化する災害リスクの高まり

も看過できない状況。 

・このような状況を踏まえ、三江線の

鉄道事業はどのような形態であって

も行わないという判断に至った。 

出典：ＪＲ西日本ＨＰ、 

三江線沿線地域公共交通網形成計画 

（三江線沿線地域公共交通活性化協議会） 
60

80

100

120

H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30

全国 北海道 東北 関東 北陸信越

中部 近畿 四国 九州 中国

【営業用バス（乗合）輸送量の推移】 

●中国ブロックの「営業用バス（乗合）の輸送量」は、近年は増

減を繰り返しており、平成 30 年は前年より減少している。 

出典：自動車輸送統計調査（国土交通省） 

・乗合バス事業者の従業員数や総走行キロは減少傾向にあり、路線（乗合）バスの輸送量も減少傾向にある。また、バス事業者の経常収支率は全国平均を下回り、離島航路の国庫補助額が増加傾向にある。 

・ＪＲ三江線が利用者の減少や激甚化する災害リスクの高まりなどを背景に、平成 30 年 3 月 31 日をもって旅客営業を終了するなど、公共交通事業者の経営環境は悪化している。 

・こうした中、買い物や通院など地域の高齢者の移動を支えるため、路線バスが廃止された地区等において乗合タクシーの導入など新たな移動手段の確保を図る取組が行われている。 
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④ユニバーサル社会の実現に向けた、公共施設や交通結節点、道の駅等におけるバリアフリー化や子育て応援施設の整備推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【国の補助金を活用した主な管内鉄道駅のバリアフリー化整備状況】 

■道の駅における子育て応援施設の整備 
中国ブロックの旅客施設（鉄軌道駅・バス・旅客船ターミナル） 

バリアフリー化率 

中国ブロックにおける取組事例 

出典：中国地方整備局 

・ユニバーサル社会の実現に向けて、公共施設や交通結節点、道の駅等におけるバリアフリー化や子育て応援施設の整備を推進している。 

 

出典：中国運輸局ＨＰ 

供用開始年度

平成１１年度

平成１２年度

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

竹原駅（ＥＶ・ＥＶ専用跨線橋）、呉駅（内方線付き警告誘導ブロック）、岡山駅（内方線付き
警告誘導ブロック）、山口駅（EV、多機能トイレ）下関（内方線付き警告誘導ブロック）

岡山駅（EV、多機能トイレ）、倉敷駅（EV、多機能トイレ）

玖波駅（内方線付き警告誘導ブロック）、新倉敷駅（内方線付き警告誘導ブロック）、新山口
駅（内方線付き警告誘導ブロック）、徳山駅（内方線付き警告誘導ブロック）、白市駅（ＥＶ
等）、新岩国駅（EV・スロープ改良等）

（注）ＥＶ：エレベーター、ＥＳ：エスカレーター

阿品駅（ＥＶ）、尾道駅（ＥＶ）、徳山駅（ＥＶ）

福山駅（ＥＶ）、新井口駅（ＥＶ）、高島駅（ＥＶ）、海田市駅（ＥＶ）、坂駅（ＥＶ）、総社駅（Ｅ
Ｖ）、防府駅（ＥＶ）

大門駅（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、新山口駅（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、海田市駅（ＥＶ・
障がい者対応トイレ）

小月駅（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、宮島口駅（ＥＶ）、西阿知駅（ＥＶ・障がい者対応トイ
レ）、松永駅（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、東福山駅（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、瀬戸駅（Ｅ
Ｖ・障がい者対応トイレ）、下関駅（ＥＶ）、安芸中野駅（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、中野東駅
（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、米子駅（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、鳥取駅（ＥＶ・障がい者対
応トイレ）

米子駅（EV・障がい者対応トイレ）、鳥取駅（EV・障がい者対応トイレ）

広島駅（内方線付き警告誘導ブロック）

三原駅（内方線付き警告誘導ブロック）、古市橋駅（スロープ整備等）、安芸長束駅（スロー
プ整備等）

福山駅（内方線付き警告誘導ブロック）

倉敷駅（ＥＶ）、五日市駅（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、横川駅（ＥＶ・障がい者対応トイレ）、
福山駅（ＥＶ）、岡山駅（ＥＶ）

駅名及びバリアフリー化施設名

鳥取駅（ＥＳ）

新山口駅（ＥＶ・ＥＳ）

呉駅（ＥＶ・身障者用トイレ）、児島駅（ＥＶ）、下関駅（ＥＳ）

広島駅（ＥＶ）、広駅（ＥＶ）、新倉敷駅（ＥＶ）、西大寺駅（ＥＶ）、下関駅（ＥＳ）

広島駅（ＥＶ・ＥＳ）、三原駅（ＥＶ・身障者用トイレ）、八本松駅（ＥＶ）、新倉敷駅（ＥＶ）、東岡
山駅（ＥＶ・身障者用トイレ）、金光駅（ＥＶ・身障者用トイレ）、新下関駅（ＥＶ）、松江駅（ＥＶ・
ＥＳ）

笠岡駅（ＥＶ・身障者用トイレ）、三原駅（ＥＶ・ＥＳ・身障者用トイレ）、広島駅（ＥＶ・ＥＳ）、新
下関駅（ＥＶ）、妹尾駅（ＥＶ・身障者用トイレ）、茶屋町駅（ＥＶ・身障者用トイレ）

庭瀬駅（ＥＶ・身障者用トイレ）、新下関駅（ＥＶ）、宮内串戸駅（ＥＶ）、横川駅（ＥＶ）

【交通結節点におけるバリアフリー化の取組の進展】 

●中国ブロックの旅客施設（鉄軌道駅・バス・旅客船ターミナル）において、段差解消や、視覚障がい者

用誘導ブロック、障がい者用トイレの整備等のバリアフリー化の取組が進められている。 

【道の駅における子育て応援施設の整備】 

●世界に先駆けて少子高齢社会を迎えた我が国において、子育て世代を応援する施策を推進していくことは非常

に重要であることから、高速道路のサービスエリアや「道の駅」における子育て応援の今後の取組方針をとり

まとめ、高速道路会社や地方自治体と連携しながら、子育て応援施設の整備を加速していくこととしている。 

20%

40%

60%

80%

100%

H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末

段差解消 視覚障害用誘導ﾌﾞﾛｯｸ 障がい者用トイレ視覚障がい者誘導ﾌﾞﾛｯｸ 

H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末

段差解消 72.9% 76.6% 79.2% 80.5% 82.1%

視覚障がい者誘導ﾌﾞﾛｯｸ 69.3% 68.3% 70.8% 72.5% 75.2%

障がい者用トイレ 54.1% 54.5% 58.8% 57.3% 59.8%
○旅客施設（1日当たりの平均的な利用者数3,000人以上（※H23年度まで5,000人以上））
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①経済発展が著しい東アジア等との近接性を活かした経済交流等の拡大   ②隣接圏域（九州、四国、近畿）との結節点として人流・物流を活性化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【山陰地方（鳥取県・島根県）の港湾における輸出入（東アジア・東南

アジア計）の推移】 

●山陰地方（鳥取県・島根県）の港湾では、輸入を中心に東アジア及び

東南アジアとの貨物量が増加している。 

出典：港湾統計調査（国土交通省） 

 

1,274 
861 

1,295 
1,705 1,712 1,806 

2,135 2,136 2,220 2,220 2,335 
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【山陰地方（鳥取県・島根県） 輸出入（東アジア・東南アジア計）】

輸入 輸出 輸出入計

（千トン）

【旅客及び貨物流動の状況】 

●近畿ブロックとの旅客・貨物流動は、ともに増加傾向、四国ブロックとの旅客流動が増加傾向にある。 

出典：貨物・旅客地域流動調査（国土交通省） 

 

中国⇔四国 

貨物地域流動（千トン） 

旅客地域流動（千人） 

9,430 10,120 

Ｈ24 Ｈ29

26,657 24,644 

Ｈ24 Ｈ29

55,981 
62,920 

Ｈ24 Ｈ29

21,082 22,411 

Ｈ24 Ｈ29

中国⇔近畿 

貨物地域流動（千トン） 

旅客地域流動（千人） 

【高速道路ネットワークのミッシングリンク】 

●山陰道の整備率は 55％にとどまり、山陰地方において高速道

路ネットワークのミッシングリンクが生じている。 

中国⇔九州 

貨物地域流動（千トン） 

旅客地域流動（千人） 

59,323 58,246 

Ｈ24 Ｈ29

21,082 

15,790 

Ｈ24 Ｈ29

【中国地方の港湾における国際定期航路の状況】 

●中国地方の港湾では、東アジア等を中心に国際定期航路が就航しており、強い経

済的つながりを有している。 

（４）グローバル化の進展 

・中国地方の港湾では、東アジア等を中心に国際定期航路が就航しており、強い経済的つながりを有している。特に、山陰地方（鳥取県・島根県）の港湾では、輸入を中心に東アジア及び東南アジアとの貨物量が増加しており、東ア

ジア等との経済的つながりが強まっている。 

・中国ブロックは、近畿地方、四国地方、九州地方に隣接する人流・物流の要衝であり、山陽自動車道、瀬戸中央自動車道、中国縦貫自動車道、中国横断自動車道、西瀬戸自動車道の整備等が進み、近畿ブロックとの流動は、旅客・

貨物とも増加傾向、四国ブロックとの旅客流動が増加傾向にある。 

・一方で、山陰地方では日本海側海上輸送網や高速道路ネットワークにミッシングリンクが生じており、物流の効率化が課題となっている。 
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③訪日外国人観光客の増加を活かし切れていないブロック内周遊に係る連携が不足 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・訪日外国人観光客数は、中国ブロックの各県ともに大幅な増加傾向にあり、クルーズ船の寄港回数も近年大幅に増加している。 

・一方で、ブロック内における周遊比率は中国ブロックが全国で最も低く、訪日外国人レンタカー利用者の立寄りエリア・宿泊エリアは、鳥取県、島根県、山口県への立寄りが少ない状況となっているなどブロック内での周遊促進が

課題となっている。 

【訪日外国人レンタカー利用者の周遊状況】 

●訪日外国人レンタカー利用者の立寄り・宿

泊は、四国４県と比較して中国地方の各県

は少ない状況となっており、訪日外国人の

誘致や周遊に課題がある。 

【外国人観光客の周遊比率】 

●ブロック内における周遊比率は中国ブロックが全国で最も低い状況にある。 

地域内周遊比率
平成26年
（2014年）

平成27年
（2015年）

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成30年
（2018年）

東北ブロック 1.60 1.50 1.85 1.69 1.74
関東ブロック 1.63 2.15 2.09 2.06 2.05
北陸信越ブロック 1.25 1.33 1.30 1.27 1.29
中部ブロック 1.20 1.26 1.26 1.26 1.33
近畿ブロック 1.88 1.93 1.96 1.93 2.05
中国ブロック 1.17 1.17 1.21 1.14 1.18
四国ブロック 1.50 1.45 1.40 1.31 1.50
九州ブロック 2.16 2.01 1.79 1.85 1.82

■周遊比率 

 各ブロックを訪れた訪日外国人旅行者が各ブロック内の県を

いくつ訪れているかを表す。 

（訪問率により各ブロック内の各県を訪れた訪日外国人旅行者

数を各ブロックを訪れた訪日外国人旅行者数で割ったもの） 

出典：訪日外国人消費動向調査（観光庁） 

   国籍別／目的別 訪日外客数（日本政府観光局） を加工 
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

（千人）

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

【中国地方の港へのクルーズ船の寄港回数】 

●「中国地方の港へのクルーズ船の寄港回数」は、日本船社は前年より

減少し 245 回、外国船社は前年より増加し 145 回となっている。 

出典：中国クルーズレポート 

（中国地方整備局） 

【観光客数の推移（外国人観光客数）】 

●訪日外国人観光客数は、各県ともに増加傾向にあるが、特に広島県は

著しく増加している。 

出典：各県観光動態調査 

出典： 

・国際便就航数/各空港のホームページより作成（H30.2.1 時点） 

・レンタカー利用台数・レンタカー利用者宿泊台数・レンタカー

立寄り台数 / NEXCO 西日本提供エクスプレスウェイパス ETC

データより作成 （H29.3.25～H30.1.31）。 

  注)レンタカー利用台数は、最初の IC としての利用台数を集計。 

 注)レンタカー利用者宿泊台数は、利用日最後の出口 IC として

の利用台数を集計。 

  注)利用日最後の出口 IC として利用した IC 利用台数について、

最終日最後の利用 IC は帰国時の利用と想定し除外している。 

 注)立寄り台数のうち、利用日最後の出口 IC としての利用台数

は宿泊台数として集計している。 

11 32 48 27 
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宿泊が弱い状況 
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①ICT 技術を活用した業務の高度化、効率化、生産性の向上       

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ｉ-Ｃonstrucion 推進計画（中国地方整備局）】 

●i-Construction に取り組むことにより、 人 人の生産性を向上させ、企

業の経営環境を改善し、建設現場に携わる人の賃金の水準の向上を図るなど

魅力ある建設現場を目指している。 

②情報通信ネットワーク、IoT 等を活用した地域社会における生活の安全性・利便性の向上 

【YouTube を活用した河川カメラ映像のライブ配信】 

●リアリティーのある防災情報の発信として、YouTube を活用した河川カメラ映像のライブ配信を開始。中国管内 13 水系各 3 地点（江の川

水系は島根県 3 地点、広島県 3 地点）の合計 42 地点について配信。映像はスマートフォン等から、YouTube の「国土交通省中国地方整備

局」チャンネルにて確認可能。令和２年８月３１日からは、整備局の HP に河川水位や雨量も併せ視聴が可能な専用サイトを開設。 

■YouTube を活用した河川カメラ映像のライブ配信 

■ｉ-Construction の推進 

2020 年度 中国地方の i-Construction 推進計画策定にあたって 

 2019 年度の取り組みを踏まえ、 

 ○生産性向上として、建設生産プロセス全体において、ICT 活用工事

の拡大や ICT を活用した事業執行の効率化等の項目に取り組む 

 ○働き方改革として、新たに「平準化の促進」を追加、また、工事・

業務の効率的な実施に係る週休２日の普及等の項目に取り組む 

『２つの柱 11 の取り組み』を戦略的に実施     

（５）デジタル革命の加速 

【建設業における休日の状況】 

●「週休２日制」を採用している建設

業は、1 割以下であり、4 週当たり

の休暇日数は 5.00 日となってい

る。i-Construction 推進計画に基

づき週休2日の普及に取り組んでい

る。 

・「ICT の全面的な活用（ICT 土工）」等の施策を建設現場に導入することによって、建設生産システム全体の生産性向上を図り、魅力ある建設現場を目指す i-Construction の取組が進められている。一方で「週休２日制」を採用して

いる建設業は 1割以下であり、4 週当たりの休暇日数は 5.00 日となっている。このため、i-Construction 推進計画に基づき週休 2日に取り組んでいる。 

・YouTube を活用した河川カメラ映像のライブ配信及び河川水位や雨量も併せ視聴が可能な専用サイトを開設するなど、住民の迅速な避難につながるリアルタイムな防災情報発信に取り組んでいる。 

・高齢化・過疎化が進行する中山間地域等において、移動手段を確保する自動運転サービスの導入検討など、地域社会における生活利便性の向上を図る取組が進められている。 

・バスロケーションシステムの導入や AI による交通量リアルタイム観測など、ビッグデータ、情報通信ネットワーク、IoT、AI 等を活用した交通マネジメント技術の進展により、地域公共交通の利便性の向上や交通円滑化が図られて

いる。 

出典：株式会社建設システＷＥＢサイト 出典：中国地方整備局 

経営環境改善 賃⾦⽔準向上 

安全性向上 

魅⼒ある建設現場創出 

■「週休２日制」試行工事の実施状況 

出典：「2017 時短アンケー

ト（速報）（日建協」を基に

作成 
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【道の駅「赤来高原」を拠点とした自動運転サービスの長期実証実験】 

●島根県飯石郡飯南町においては、自動運転サービスの本格導入により、地域における将来的な高齢者等の移動手段の確保や外出機会の創出、それに伴う健康増進等を期待しており、自動運転に対応した道路空

間等の整備、地域の実情に応じた運行管理システムやビジネスモデルを検証するため、中国地方では初となる長期間（４０日）の実証実験を道の駅「赤来高原」を拠点として実施した。 
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③ビッグデータ、AI 等を活用した交通マネジメント技術等の進展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■標準的なバス情報フォーマット 

【目的】 
・バスの運行は道路混雑状況により日常的に遅延が発生することが多いた

め、バス利用者にとってバスロケーションによる動的情報は極めて重要
な情報ですが、情報提供はバス事業者の作成しているホームページや自
社アプリケーションに限定されていることが多く、複数事業者が運行し
ている路線などでは利用者にとって使いにくい状況である。 

・このことから、「GTFS リアルタイム」を動的データの標準的なフォー
マットとして定め、中小バス事業者等と経路検索事業者等との情報の受
渡しが効率化されることで、経路検索におけるバス情報の充実を図るこ
とを目的とする。 

【メリット】 
①小規模バス事業者やコミュニティバスも経路検索サービス等に掲載

される 
②バスロケ情報が経路検索に掲載される 
③運行情報が経路検索に掲載される 
④多様な活用ができる（ワンソース・マルチユース） 
⑤事業者自身が案内の正確さを向上できる 
⑥業務の効率化ができる 

 

●宇野自動車・両備グループ（岡山県市） 

出典：国土交通省ＨＰ 

【AI による交通量リアルタイム観測】 

●交通量観測はトラフィックカウンター等による定点観測及び人手による観測が主流であったが、ウェブカメラを活用した AI 観測に移行することに

より、あらゆる場所で高精度に交通量観測が可能になるとともに省力化も図れる。 

【経路検索におけるバス情報の充実に向けた取組】 

●国土交通省では、インターネット等の経路検索におけるバス情報拡充のた

め、バス事業者と経路検索事業者との間でデータの受渡をするための「標

準的なバス情報フォーマット」を定めており、中小バス事業者と経路検索

事業者の情報共有が進むことで、バス情報の拡充が期待される。 

■AI による交通量リアルタイム観測 
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①健康増進の意識の高まりに伴う散歩やランニング、自転車利用の増大や、自然環境に親しむ人口の増大   

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

537 550

674

 300

 450

 600

 750

Ｈ18 Ｈ23 Ｈ28

（千人）

ジョギング・マラソンの活動者数 

（中国ブロック） 

4,282 

4,097 

4,320 

4,000

4,100

4,200

4,300

4,400

4,500

Ｈ18 Ｈ23 Ｈ28

（千人）

 

●中国ブロックにおいても、自由時間にスポーツ等のアウトドア活動を行う人が増加している。中でもウォー

キングやジョギング・マラソン、サイクリング、キャンプ等の活動人口が増加している。 

 

325,853

332,683

300,000

310,000

320,000

330,000

340,000

H27 H30

（人）

瀬戸内しまなみ海道地域における 

サイクリング客数（推計値） 

出典：社会生活基本調査（総務省） 
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Ｈ18 Ｈ23 Ｈ28

（千人）

キャンプの活動者数 

（中国ブロック） 

スポーツ全体の活動者数 

（中国ブロック） 

2,253
2,367

2,517

 1,500

 2,000

 2,500

 3,000

Ｈ18 Ｈ23 Ｈ28

（千人）

ウォーキング・軽い体操の活動者数 

（中国ブロック） 

427

420

437

 400

 430

Ｈ18 Ｈ23 Ｈ28

（千人）

サイクリングの活動者数 

（中国ブロック） 

出典：尾道市 HP 

・全国的に成人のスポーツ実施率が増大。 

・中国ブロックにおいても、自由時間にウォーキングやジョギング・マラソン、サイクリング、キャンプ等のアウトドア活動を行う人が増加している。 

【ライフスタイルの変化・多様化】 

●全国的に週 1 日以上運動・スポーツをする成人の割合が増大。1 年間に実施した種目ではウォーキングが

最も多く男女とも 6 割を超える。 

成人のスポーツ実施率の推移（全国） 

1 年間に実施した種目（上位 10 種類）（全国） 

出典：平成 30 年度｢スポーツの実施状況等に関する世論調査｣（文部科学省スポーツ庁） 

（６）ライフスタイルや価値観の多様化 
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②心や生活空間の豊かさの向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：広島市 HP 

・都市化の進展や核家族化、就労形態の変化などにより、レジャー余暇生活への力点が重視されるとともに、生活空間の向上を図る取組が行われている。 

 

【生活の意識】 

●都市化の進展や核家族化、就労形態の変化などにより、人々のライフスタイルが多様化するとともに、価値観も物の

豊かさよりも心の豊かさを重視し、一人ひとりの個性を尊重する傾向へと強まっている。 

●レジャー余暇生活の力点が上位 1 位を示しており、心の豊かさを充実させるライフスタイルに重点をおいている傾向

である。 

今後の生活の力点（上位 4 項目、時系列） 

出典：国民生活に関する世論調査（内閣府） 

【生活空間の向上を図る取組】 

●広島の河岸緑地等の豊かな水辺を民間の創意工夫等を最大限に生かすことのできる空間として活用し、

海外からの来訪者にも誇れる「水の都ひろしま」にふさわしい都市空間を創造することを目的として、

平成 14 年 10 月 3 日に「水の都ひろしま推進協議会」を設置。 

●河川空間を活用し、地域の賑わいを創出した、他の模範となる先進的な取組を国土交通大臣が認定し、

その取組を全国に周知した平成 30 年度かわまち大賞を受賞。 

水辺のオープンカフェ 

これからは心の豊かさか、まだ物の豊かさか（時系列） 
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①県間移動の自粛等の影響による人流の大幅な減少                             ②アフターコロナの観光需要回復のための新たな取組の兆し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（７）新型コロナウイルス感染症の拡大 

【令和 2 年度 GW 期間中の直轄国道及び高速道路の交通状況】 

●交通量は全区間で約３～９割減少。特に、小型車の交通量の減少が顕著。 

・新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、緊急事態宣言の発令、外出や県間移動の自粛要請等により、人流が大幅に減少。 

出典：中国地方整備局 HP 

【観光客数の大幅な減少】 

●広島県では、3 月以降、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴うイベントの中止や

延期、観光施設の休業等により、観光客数が激減。 
広島県における 5 年間の観光客数の推移（1～6 月） 

出典：広島県 HP 
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前年同月比 

約 59％ 

前年同月比 

約 73％ 

前年同月比 

約 79％ 

前年同月比 

約 116％ 

●岡山県内の令和２年10月の主な観光施設の利用者数は、前年同月比の約79%にとど

まった。 

出典：岡山県 HP 
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178.6 182.0 

238.3 249.2 262.9 

205.9 
221.0 

284.2 

224.4 
255.0 250.0 

206.7 

182 177.2

146.7

66.1 55.2

90.6

129.7
149.5 154.5

196.1 202.3 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

R1 R2（万人泊）

月

-41.3%
-47.4%

-39.4%
-21.6%

-19.1%

 1.9% -2.7%
-38.4%

-73.5%

-79.0%
-56.0%

・新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、観光産業では、その根幹となる人の移動が渡航制限や自粛で激減。緊急事態宣言下では旅行需要は激減している状況である。 

・アフターコロナの新たな取組みとしては、「新たな旅のスタイル」であるワーケーション等の整備、地域の魅力やアクセス性の充実を図りデジタルマーケティングを通じた地域の魅力の発信が試みられている。 

日本人国内旅行消費額の推移 

出典：旅行・観光消費動向調査 

訪日外国人旅行者数(累計)の推移 

出典：日本政府観光局(JNTO) 

宿泊事業者に対してのアンケート調査結果 

予約状況（2019 年同月比）（２・３月は見込み） 

旅行業者 10 社に対してのヒアリング調査結果 

予約人員（2019 年同月比）（２・３月は見込み） 

出典：「新型コロナウィルス感染症による関係業界への影響について」令和 3 年 2 月（国土交通省） 

●Go To トラベル事業によって、観光客数は 12 月までは回復傾向にあったものの、１月からの１都２府８県

における緊急事態宣言等により、今後の先行きを心配する声も多く挙がっている 

●大手旅行会社の予約人員については、10 月１日より、東京を発着する旅行を Go To トラベル事業の支援対

象に含めたことに加え、地域共通クーポン利用も開始したことに伴い、国内旅行は一時プラスに転じたが、Go 

To トラベル事業の全国一律の一時停止等の影響を受け減少幅が拡大した。海外旅行、訪日旅行については、

依然として取扱いがない状況である。 

【コロナ禍の観光への影響が多大】 

●2020 年の日本人国内旅行消費額（速報）は前年比 54.9％減となり、宿泊旅行消費額は前年比 54.9％減、

日帰り旅行消費額は前年比 54.8％減となった。中国地方においても、2020 年の外国人延べ宿泊者数は、２

月以降は顕著に減少し、4 月以降前年同月比 90％以上の減少が続いている。 

【アフターコロナの取組み】 

●ツーリズムが、これまでの不特定多数の短期的な来訪を前提としたサービスから、一定のエリア内に長期的に

滞在するような比較的高単価型のサービスにシフトすることが考えられる。また、地域経済を支える観光の再

生と新たな展開のための「新たな旅のスタイル」の普及・定着が図られていることから、インバウンド再開を

見据えた取り組みを推進する。 

●ウィズコロナでの旅行者は、以

前よりも旅行に強い動機（個人

的な目的や意義）が必要となる

ことが予想され。そのため、

SNS やWebサイト等のデジタ

ルマーケティングを通じて地

域の魅力を訴求していき、状況

が改善した際に、旅行先の候補

のひとつとなるように継続的

なコミュニケーションを取っ

ていくことが重要 

 
出典：日本政府観光局(JNTO) 

出典：U+P VISION2050(2020 年都市ビジョン研究会) 

出典：観光庁 

中国地方の延べ宿泊者数の推移 

出典：宿泊旅行統計（観光庁）※R2 年は 2 次速報値 
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③消費者意識の変化によるネットショッピング利用の増大や小口輸送の増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（全国 25 地点） 

【輸送の小口化・多頻度化】 

●国内貨物輸送量は、｢重厚長大」から｢軽薄短小｣への産業構造の変化等によって緩やかに減少してきたが、足

元では EC 市場の拡大に伴なう宅配需要の増加等によって輸送量は下げ止まり傾向であり、輸送の小口化･多

頻度化が進む中で、事業者の負担は年々増加している。 

【ネットショッピング利用の増大】 

●家計消費状況調査 ネットショッピングの状況は、2020 年は前年より 6.0 ポイント増加しており、年間を通し

て、2020 年の 4 月～5 月の「緊急事態宣言」月よりネットショッピング利用世帯の割合が 50.0％まで上昇 

・新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、消費者意識の変化によるネットショッピング利用が増加しており、道路を利用した広域的な小口輸送が増加している。アフターコロナに向けてさらなる物流効率化に向けての対応が進められて

いる。 

【GW 主要国道の大型車の交通量増加】 

●広島県及び島根県のゴールデンウィークにおける主要国道の大型車の交通量が、新型コロナウイルス感染症拡

大の影響により大型車日交通量の割合が前年度の交通量と比較して増加 

出典：国土交通省 

出典：「物流業界を取り巻く環境～新型コロナウイルス感染拡大をふまえて」㈱三井住友銀行 

緊急事態宣言 

6.0 ポイント UP 

出典：総務省統計局 

【国内貨物輸送量の推移】 【流動ロット構成比の推移(全輸送機関)】 

【幹線輸送（トラック）の効率化の進展】 

●幹線輸送では特にドライバー不足が深刻で、連結トラックの活用や隊列走行の実現による輸送効率の向上が急

がれている。 

出典：「物流業界を取り巻く環境～新型コロナウイルス感染拡大をふまえて」㈱三井住友銀行 
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④接触回避のための他の交通手段への変更 

・新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、一般路線バス等の身近な公共交通の利用者も大幅に減少し、事業者の経営に大きな影響を与えている。一方で、シェアサイクル等の他の交通手段への転換も進んでいる。 

【シェアサイクル利用の増大】 

●コロナ禍前からの利用者、利用者数、回転率ともに、緊急事態宣言後（R2 年８月）が増加傾向であり、特に回転

率は、緊急事態宣言中（R2 年５月）に一度減少するものの、その後は緊急事態宣言前（R2 年２月）以上に回復

した。 

●コロナ禍におけるシェアサイクルへの期待として、「３密回避・感染予防対策」や「公共交通の機能補完」への期

待が高まっている 

出典：全国シェアサイクル会議 R3.1(国土交通省) 

 

●シェアサイクルの普及促進にあたっては、利用者目線に立った利便性向上により、より多くの人が気軽に利用でき

るサービスとして認識されることが重要であり、シェアサイクルという単体の交通モードに閉じたサービスの一元

化よりも、他の交通モード等のサービスを含めた MaaS として連携することで、利便性向上の効果がより高まる 

 

 

出典：シェアサイクルの在り方検討委員会(国土交通省) 

【シェアサイクル利用拡大策】 

●倉敷市では，コロナ禍により来訪者が激減している美観地区を含む中心市街地において，コロナ収束後の新し

いインバウンド対応を見据え，公共交通機関を利用して来訪される観光客等の移動利便性の向上を図るととも

に，地域内の周遊を促進することを目的に，社会実験としてシェアサイクル導入促進事業を実施 

エリア ステーション設置場所
駅前（北⼝） ①三井アウトレットパーク 倉敷

②天満屋倉敷店前
③中国銀⾏倉敷駅前⽀店前
④倉敷市荷捌き場
⑤倉敷中央駐⾞場前
⑥新渓園前
⑦倉敷アイビースクエア
⑧倉敷芸文館
⑨倉敷市役所

 合計  ステーション 9ヶ所

駅前（南⼝）

中心市街地
（美観地区）

その他
（市役所周辺）

出典：倉敷市 
出典：全国シェアサイクル会議 R3.1 (国土交通省) 
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  出典：中国地方整備局 

⑤移動による接触機会の縮小によるテレワークの導入の拡大等やワーケーションなどの利用による働き方スタイルの変化 

・オフィスに通うために混雑する通勤電車やバスなどの乗り継ぎにより、人との接触が増えコロナ感染リスクが高まる危険を防ぐためにテレワークによる在宅勤務への変化が生じている。 

・テレワーク、リモートワークを超えて、「リゾート地や地方等の普段の職場とは異なる場所で働きながら休暇取得等を行う仕組み」、「新しい働き方」としての「ワーケーション」が急速に注目されている。 

・このような中、受注者が施工現場で撮影した映像を、発注者が事務所等でリアルタイムに確認する遠隔臨場などにより、移動時間削減や立会の調整時間の削減が行われている。 

【鉄道・バス等の公共交通利用の減少】 

●新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、在宅勤務・テレワークの推奨により、鉄道・バス等の公共交通利用者

が減少 

【テレワーク導入状況】 

●「企業におけるテレワーク導入率」は増加傾向にあ

り、令和元年は 20.2％となっている。 

出典：通信利用動向調査（総務省） 

※令和元年の調査時点は、新型コロナウイルス 

感染拡大前の令和元年 9 月末 

5.2 
3.5 

6.1 5.6 
4.1 

13.2 13.1 
11.0 

8.2 8.2 

4.7 

27.9 

0

5

10

15

20

25

30

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 全国

3月 4月

（％）

出典：新型コロナウイルス対策によるテレワークへ 

の影響に関する緊急調査（パーソル総合研究所） 

都道府県別・テレワーク実施率 

（令和 2 年 4 月 10-12 日） 

●新型コロナウイルス感染拡大を受けて、令和 2 年 4 月 10

～12 日のテレワーク実施率は、各県とも同年 3 月の実

施率を上回った。 

【今回の感染症の影響下においてい地方移住への関心の変化（対象：三大都市圏居住者）】 

●年代別で 20 歳代で「関心が高くなった」「関心がやや高くなった」の合計割合が 22.1％と高く、地域別では東

京都 23 区に住む 20 歳代の地方移住への関心が高まっている。 

【リモートでの遠隔確認（遠隔臨場）】 

●受注者が施工現場で撮影した映像を、発注者が事務所等でリアルタイムに確認。移動時間削減や立

会の調整時間を削減。 
出典：「新型コロナウィルス感染症による関係業界への影響について」令和 3 年 2 月（国土交通省） 

〇鉄道の輸送人員（前年同月比） 〇JR（新幹線等）の輸送人員（前年同月比） 

〇タクシーの輸送人員（前年同月比） 

〇一般路線バスの輸送人員（前年同月比） 

出典：「農村における所得と雇用機会の確保にむけて」令和 2 年 10 月：農林水産省 

※調査方法：乗合バス事業者 240 者に対して業界団体を通して影響を調査 

※調査方法：タクシー事業者２６０者に対して業界団体を通して影響を調査 ※調査方法：全175者（ＪＲ旅客会社６者、大手民鉄16者、公営11者、中小民鉄

142者）に対して、地方運輸局経由で影響をヒアリング 

※調査方法：ＪＲ旅客会社６者に対して、地方運輸局経由で影響をヒアリング 

発注者確認状況 

確認用モニター 

受注者撮影状況 

（受注者） 

ウェアラブルカメラ等で撮影 
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⑥人々の暮らしやまちづくりのさらなるデジタル化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、デジタル化が急速に進み、フィジカル空間に加え、新たにデジタル空間が大いに着目されるようになり、フィジカル空間が果たしてきた都市機能の一部はデジタル空間へ移行すると考えられる。 

 

【キャッスレス決済利用の増加】 

●コロナ禍において、「支払いを素早く済ませ、接触時間を短縮させるため」や「現金に触れることによる感染を

減らすため」に、キャッシュレス決済の利用者は増加し、ニーズが高まっている。 
【インターネットでのフードデリバリー

サービス利用の増加】 

●コロナ禍において、インターネットでの

フードデリバリーサービス利用経験は

46.4％と、2019 年より 16.5 ポイン

ト増加。フードデリバリーサービスの決

済方法は 2019 年と 較すると、非接

触の「クレカ以外のオンライン決済」が

19.3 ポイント増加。 

出典：「ポストコロナ」時代におけるデジタル活用について（総務省） 

【オンライン診療への期待の増加】 

●コロナ禍において、オンライン診療認知度は 84.1％と高く、うちオンライン診療利用経験は 18.0％である。 

 オンライン診療の利用のきっかけは「感染予防」が多く、オンライン診療利用経験者の 66.7％は今後「増えて

欲しい」と考えており、86.0％が利用意向を示している。 

出典：「2020 年インターネットでのフードデリバリーサービスに関する調査」 

（MMD 研究所×スマートアンサー調べ） 

【コロナ収束後のデジタル活用の意向】 

●コロナ禍において、消費者によるデジタ

ル活用の意向は拡大しており、決済手段

（キャッシュレス）、健康管理のほか、

仕事や日常生活の中でデジタル技術を

積極的に利用するニーズが高まってい

る。 

出典：「オンライン診療に関する調査」（MMD 研究所調べ） 

出典：「ポストコロナ」時代におけるデジタル活用について（総務省） 

 


